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要旨：本研究では、熊本市を対象に、1932、1952、1966、1986、2013年の 5つの年代に焦点を当て、公共交

通と特定公共施設（郵便局・銀行・病院）の変遷過程を Arc-GIS Ver10.2（地理情報システム）を使って地図を

作成し、都市形成の要因について考察した。 

5つの年代における地図を作成することで、変遷過程を視覚的に示すことができ、都市形成の要因を歴史的背

景と関連づけて考察する基本データを見出すことができた。都市形成要因として、1932～1966年では公共交通

ネットワークの拡大であったが、1965～1967 年に主な移動手段が公共交通から自家用自動車へ転換した後の

1986 年では、幹線道路開通や住宅開発、商業立地となり、2013 年になると、幹線道路開通はそのままである

が大型商業施設の郊外立地、中心部有料駐車場増加、市域の合併へと変化していったことが分かった。 

 

1 はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

 日本においては明治維新以降、人が居住している区

域が拡大し都市化が進行したが、2014 年現在、少子

化に伴う人口減少と長寿命化による超高齢社会に突

入している。 

今後、何も手段を講じなければ、公共交通の路線や

運行本数、郵便局や病院などの都市生活に必要な施設

(以後、特定公共施設と称する)は確実に減ると考えら

れる。その結果、利用者の利便性は低下し続け、都市

内での生活が営みづらくなってしまう。そうならない

ためにも、行政は将来に対応できる都市形成の方向性

を打ち出し、必要な施策を講じることが求められてき

ている。 

そのために、都市形成の歴史的背景を調査し、公共

交通や特定公共施設などの状況を把握して、将来の展

望を見通すことが必要と考える。本研究では熊本市を

対象として、公共交通と特定公共施設立地の変遷過程

を視覚的に示し、時代区分ごとの都市形成状況につい

て考察することを目的とする。 

 

1.2 既往研究と研究の位置づけ 

関連する先行研究を参照すると、有末（1966）が鉄

道交通の発展が 3 大都市圏の形成に寄与しているこ

と、大島（1983）が高度成長期にかけてバス交通が群

馬県内の都市部において網の目のように拡大してい

ったこと、公塚（2007）が渋谷駅発着のバス路線につ

いて、地域開発に伴い拡大してきたことなど、公共交

通が都市形成に関係していることを示している。また、

山根（1987）が広島県内の郵便局立地が近代的空間を

形成したこと、伊藤（1994）が秋田市内の病院施設等

が、都市化の進展に伴い立地してきたことなど、特定

公共施設が都市形成に関係していることを示してい

る。さらに、田中ら（2006）が、岐阜市域の電気軌道

網形成が都市内の施設立地を促したことを示し、公共

交通・特定公共施設の両方が都市形成に関係している

ことを示している。 

 以上のように、公共交通と特定公共施設の立地が、

都市形成に関係・寄与していることは明らかになって

いるが、利便性の面から見た都市形成の関係について

は述べられていない。この点を明らかにすることで、

都市形成の状況との関係性をより深く考察できるの



熊本市における公共交通と特定公共施設分布の関係分析に基づく都市形成の考察 

- 4 - 

ではないかと考える。 

 

1.3 本研究の構成 

 本研究の構成は次の通りとする。2章では研究で使

用する指標と対象とする年代の選定状況について示

す。3章では、指標に基づき年代ごとの地図を作成し

視覚的に示しながら、当時の状況を読み解いていく。

4 章では、3 章で得られた指標データを整理し考察を

行う。5章では、研究の結論と、その結論を踏まえた

今後の政策に向けてまとめた。 

 

2 研究方法と指標・年代 

2.1 研究方法 

まず、本研究で使用する指標を、都市生活を営む上

で関係が深い公共的な意味合いを持っており、なおか

つ経年的な変化が計測できるという 2 つの点を考慮

し、公共交通と郵便局・銀行・病院の 3 施設とする。

この 3つの施設を、本研究では都市生活に必要な施設

である特定公共施設と位置付ける。 

その歴史的な変遷を 1932年（昭和 7）、1952年（昭

和 27）、1966年（昭和 41）、1986年（昭和 61）、2013

年（平成 25）の 5 つの時代の状況から、Arc-GIS 

Ver10.2（地理情報システム）を使用して地図の作成・

分析・考察を行う。また、公共交通や特定公共施設の

利便性変化についても分析を行う。 

  

2.2 研究で使用する指標 

2.2.1 公共交通 

公共交通は、移動時間を大幅に短縮し、都市空間を

拡大させ、都市生活にも深く関係することから、指標

として選定を行った。なお、本研究では停留所から半

径 500mを公共交通が及ぶ範囲と定義する（以後、公

共交通 500m 圏域と表記）。これは、熊本市が条例で

定めている公共交通空白・不便地域の範囲ではないこ

と1を基に設定を行っている。 

2.2.2 郵便局 

 郵便局は、通信手段の確保を行っており、民営化と

なった今でも、国の一定の管理下にある施設である。

また通信と貯金・簡易生命保険も含めた、都市生活を

営む際に関わりあう業務を行っており、公共性の高い

ものとみなし、特定公共施設の指標として選定した。 

2.2.3 銀行 

銀行は、預金・融資といった、お金を循環させる役

割を持つ施設である。特に地方銀行では、地域住民の

預金を地元企業に融資する地域循環的なパターンと

なっている2。地域の都市生活に関わる公共性が高い

施設であることから、特定公共施設の指標として選定

した。なお、本研究では、熊本市に本店がある肥後銀

行と熊本銀行を使用している。 

2.2.4 病院 

 病院は、病床数が 20 床以上の医療施設であり、国

民皆保険制度によって、一定水準の医療サービスを保

ち、健康的な都市生活をサポートしてきた施設である。

また、入院や外来の診療圏域は限られており、地域と

の結びつきが特に強いことも特徴であることから3 、

特定公共施設の指標として選定した。 

 

2.3 対象とする年代 

2.3.1 1932 年（戦前期）4 

熊本市においては、1924年に路面電車、1928年に

バスが運行を開始し、熊本市域内で整備が図られてい

った。だが、徐々に戦時体制強化によって交通統制が

図られていた時代でもあり、その影響が少ないと考え

られる 1932年を選定した。 

2.3.2 1952 年（戦後復興期） 

第 2次世界大戦を経て、熊本市域内でも公共交通が

復旧・新設し、4つの運行会社が路線を伸ばしていっ

た。また、1953 年からは町村合併促進法による「昭

和の大合併」が始まり、同年には熊本に大きな被害を

もたらした 6.26 水害も発生している。よって、前年

の 1952年を選定した。 

2.3.3 1966 年（高度経済成長期） 

熊本市では昭和の大合併が 1958年に終了した。ま

た高度経済成長に突入する中で、1964 年から鉄軌道

が次々に廃止していくこととなった。このことから、

廃止が始まった後の 1966年を選定した。 

2.3.4 1986 年（バブル景気期） 

熊本市内においては、公共交通は一部地域を除き、

大部分をバス交通に依存することとなった。その後、

バブル景気に突入したが、その前となる 1986年を選

定した。 
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図-1 1932年（昭和 7）熊本市域図 

（出典）文末の図-1～5の地図作成における参考資料を基に筆者作成 

 

2.3.5 2013 年（人口減少突入期） 

バブル景気以降、景気停滞が続き、2005 年は人口

の自然減も始まり、将来の人口減少が予測されている。

ただ熊本市では、2013 年時点においても人口は微増

傾向となっているが、今後人口減少に向かうのは間違

いない。その人口減少が開始する前である 2013年を

選定した。 

 

3 指標に基づく都市形成過程の分析 

2 章で設定した指標と年代を基に地図作成を行い、

視覚的に示しながら、当時の状況を読み解いていく。 

 

3.1 1932 年：戦前期（図-1） 

熊本市が 1889年に成立後、1932年までに 1町 13

村と合併し、面積 43.81k ㎡、人口 186,853人と増加

した。当時の市域は、2013 年時点の熊本市中央区全

域・西区池田・花園・城西校区、東区西原校区の一部

となっていた。 

公共交通は、熊本市が 1924年熊本駅～浄行寺・水

前寺間に路面電車、1927 年バス運行を開始した。当

時バスは、路面電車との連絡及び補完する交通機関と

して位置づけられており5、バス・路面電車のそれぞ

れが市域内に路線を拡大していっている。その結果、

公共交通 500m圏域は 19.84 k㎡となり、市域全体の

45％となっている。 

また、特定公共施設は郵便局 18、銀行 5、病院 18と

なっている。郵便局はバス路線、銀行は路面電車路線

沿いに立地し、病院は辛島町と藤崎宮前の 2か所に集

積がみられる。 
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図-2 1952年（昭和 27）熊本市域図 

（出典）文末の図-1～5の地図作成における参考資料を基に筆者作成 

 

3.2  1952 年：戦後復興期（図-2） 

1932年以降、1940年までに 1町 4村と合併し、面

積は 75.65ｋ㎡、人口は 274,343人と増加した。 

公共交通は、鉄軌道では熊本市の路面電車が段山～

上熊本、水前寺～健軍、さらには熊本軌道から買収し

た河原町～川尻の運行を開始した。また菊池電気鉄道

（現：熊本電気鉄道）が、1950 年に上熊本～北熊本

間を開通させており、熊本市域内において最大の鉄軌

道路線網が完成した。 

バスでは、東部の京塚・新外方面、南部の画図方面

へ路線を伸ばし、中央地域内を循環する環状線の運行

も開始している。また、菊池電気鉄道では、花畑町か

ら新市街、下通、上通、広町を経て藤崎宮前に至る、

熊本市中心商店街を通り抜ける路線を運行していた。

この運行は、1954年に花畑町から市役所前、水道町、

藤崎宮へ至る現在のルートに変更されている。 

その結果、公共交通 500m圏域は 47.73 k㎡となっ

ており、市域全体の 63％と半数を超えた。 

また特定公共施設は、郵便局 30、銀行 20、病院 37

と 1932年時点から増加している。新規立地も郵便局

11、銀行 14、病院 13にのぼっている。立地場所とし

ては、郵便局は鉄軌道路線沿いに 9、銀行は 1932 年

時点の熊本市域内で 8、病院は鉄軌道路線沿いに 12

と、新規立地の半数以上を占めている。 
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図-3 1966年（昭和 41）熊本市域図 

※赤色は 1953年から 1966年に新規立地した施設、黄色は廃止した施設 

（出典）文末の図-1～5の地図作成における参考資料を基に筆者作成 

 

3.3 1966 年：高度経済成長期（図-3） 

1953年以降、1958年までに 1町 9村一部地域と合

併を行い、面積は 145.24ｋ㎡、人口は 416,381 人と

増加した。 

公共交通は、バスにおいては全地域で新規路線の開

設がみられるが、特に東部地域に多くみられる。一方

で鉄軌道は、田迎方面の熊延鉄道が 1964年、熊本市

営川尻線が 1965年に廃止となっている。その結果、

公共交通 500m圏域は 90.25 k㎡となっており、市域

全体の 62％と半数を超え、1952年の水準を維持して

いる。 

また特定公共施設は、郵便局 59、銀行 35、病院 71

と 1952年時点から増加し、新規立地も郵便局 24、銀

行 16、病院 41と、病院の増加が目立つ。そのうち病

院は、公共交通からやや離れた地域に 8施設新規立地

し、うち 7施設は精神科病院であることが特徴となっ

ている。 

 

3.4 1986 年：バブル景気期（図-4） 

1970年に 1村と合併し、面積は 171.72ｋ㎡、人口

は 561,355人と増加した。 

公共交通は、鉄軌道をみてみると、熊本市営の路面

電車が次々と廃止し、熊本駅・上熊本駅～辛島町～健

軍間の 2 路線が残った。また熊本電気鉄道も、上熊

本・藤崎宮前～北熊本～御代志（現在の合志市）間の

2路線となった。 

一方でバスは、熊本市域全体で路線の拡大がみられ、

特に東部・北部地域へ細かく張りめぐらされている。

さらに、新規に開通した幹線道路に運行が開始されて

いることも特徴として挙げられる。国道 3号線（浄行

寺～清水、南高江～川尻）や、国道 57 号線（弓削～

神水、田迎～近見）だけでなく、白山通り（南熊本～ 
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図-4 1986年（昭和 61）熊本市域図 

※赤色は 1967年から 1986年に新規立地した施設、黄色は廃止した施設 

（出典）文末の図-1～5の地図作成における参考資料を基に筆者作成 

 

田崎）、浜線バイパス、産業道路（渡鹿～保田窪）で

も、次々と路線が開通している。 

その結果、公共交通 500m圏域は 128.65 k ㎡とな

り、市域全体の 75％となった。 

また特定公共施設は、郵便局 91、銀行 83、病院 99

と 1966年時点から増加し、新規立地も郵便局 28、銀

行 50、病院 38にのぼっている。なお、病院は西部地

域での新規立地がない。 

 

3.5 2013 年：人口減少突入期（図-5） 

2013年までに 7町と合併を行い、面積は 389.53ｋ

㎡と 1986年の 2倍以上に拡大し、人口も 739,541人

と増加した。熊本県域と比較すると、面積は県全体の

5％、人口は 40％を占めることとなった。 

公共交通は、鉄軌道の変化は見られないが、バス交

通をみてみると、中央地域の外縁部分で新規路線の開

設がみられる。また熊本新港線、北バイパス（西原～

清水）、国体道路（保田窪～小山）、平成ふれあい通り

（田迎～新土河原）、平成大通り（本荘～御幸）、麻生

田バイパス、県道第 2空港線（東町～佐土原）といっ

た新規の幹線道路でも運行が開始している。公共交通

500m圏域は 250.38k㎡に増加したものの、市域全体

の 64％と 1986 年よりも減少し、1966 年の水準とほ

ぼ同じとなった 

また、特定公共施設は、郵便局 137、銀行 88、病

院 94となっており、1986年時点から増加したのは郵

便局と銀行で、病院は 5減少している。新規立地は郵

便局 21、銀行 17、病院 17 となっているが、廃止施

設も銀行 18、病院 38となっている。 

一方で病院については、中央から東部地域にかけて

廃止が目立っており、32に上っているが、そのうち 6

施設は移転に伴う廃止である。その中でも、本荘から 
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図-5 2013年（平成 25）熊本市域図 

※赤色は 1987年から 2013年に新規立地した施設、黄色は廃止した施設 

（出典）文末の図-1～5の地図作成における参考資料を基に筆者作成 
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田迎方面の南部地域へ移転したのが 4施設ある。 

 

4 指標に基づく都市形成に関する考察 

3章では、公共交通や特定公共施設の変遷について、

時代ごとに地図作成・視覚化しながら読み解いた。4

章では、得られた指標データを整理し、時代区分ごと

に都市形成要因をつかむための考察を行った。 

 

4.1 公共交通の分析 

図-6は、熊本市域と公共交通 500ｍ圏域の数値情報

を示している。熊本市域の増加に伴い公共交通がカバ

ーしている公共交通 500ｍ圏域も増加しており、面積

ベースでは 2013 年は 1986 年の 2 倍以上となってい

る。しかしながら、公共交通 500ｍ圏域の割合は、1986

年の 75％から 2013 年には 64％と減少し、1952 年、

1966 年とほぼ同じ水準となっている。この一番大き

な要因は市域の拡大であると考えられる。 

熊本市は 1889年（明治 22）に市制を施行し、以後

2013年（平成 25）まで 10町 27村との合併を行って

いるが、1991 年以降合併した北部・河内・飽田・天

明・富合・城南・植木の各町は、農地や山林などの非

可住地域が多く含まれているため、公共交通がカバー

していない地域を大きく増加させている。 

公共交通の利便性は、利用できる範囲だけでなく、

運行本数などのサービス水準も重要となってくる。図

-7 は熊本市域内の各方面別に、1952 年以降における

バス 1 時間あたり運行本数の推移を示したものであ

る。いずれの地域も古くから公共交通が運行し、熊本

市公共交通のグランドデザイン内でも、熊本市域内公

共交通における各方面の代表的な幹線路線となって

いる6。 

図-7をみると、全方面で運行本数は伸びていき、南

部方面以外では 1986年がピークを迎え、2013年には

全地域で運行本数が減少している。 

このことから、先ほど述べた公共交通が利用できる

地域の割合減少だけでなく、運行本数の水準も下がり、

2013 年時点での熊本市域における公共交通の利便性

は低下してきていることがわかる。 

 

 

 

 

図-6 熊本市域・公共交通 500ｍ圏域の推移 

（出典）熊本市『熊本市統計書』、図-1～5の公共交

通路線網を基に筆者作成 

 

 

 

図-7 地域別バス 1時間あたりの運行本数の変化 

（出典）文末の図-1～5の地図作成参考資料 

(19)(21)(22)(23)を基に筆者作成 

 

4.2 特定公共施設データの分析 

図-8は、特定公共施設である、郵便局・銀行・病院

の施設数と 1 施設がカバーしている面積の推移を示

している。  

方面
運行本数

測定バス停名
経路

北部 堀川 交通センター～堀川～(菊池、新地団地）

東部 保田窪 交通センター～保田窪～（八反田）

西部 上代 交通センター～田崎～上代～（小島）

南部 田迎 交通センター～田迎～（中の瀬）
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 図-8 特定公共施設推移 

（出典）文末の図-1～5の地図作成参考資料

(1)(2)(3)(9)(11)(15)(32)(33)(34)(35)を基に筆者作成 

 

ここでのカバーしている面積とは、人が住む可住地

域と本研究では定義する。人が住んでいる地域を示す

ものとして、市域面積や人口集中地区（DID地区）が

あるが、市域面積は山林や農地など非可住地域を含み、

人口集中地区では4,000人／ｋ㎡を少しでも下回ると

含まれないなど、実際の居住地域との差が大きい。よ

って、ある程度の居住がある可住地域を運行している

と考えられる、公共交通 500ｍ圏域部分を準用・使用

した。 

図-8の各施設数の推移をみると、郵便局・銀行は常

に増加しているが、病院は 1986 年から 2013 年にか

けて減少している。また、1施設がカバーしている面

積の推移をみると、郵便局と病院は1952～1986年で、

郵便局は 1.5k㎡／施設、病院は 1.3 k㎡／施設の前後

で推移をしている。これは、合併による市域拡大と都

市形成が、ほぼ同じ速度で進行していたのではないか

と考えられる。 

 2013 年では、1 施設あたりのカバー面積が 3 施設

すべてで広くなっているが、これは合併による熊本市

域の拡大による影響が考えられる。1986 年以降に合

併した地域 217.81ｋ㎡に対し、合併地域での新規立

地は郵便局 2、銀行 1、病院 1にとどまっている。 

 

4.3 各時代における指標の考察 

 3章で視覚化し整理した指標について、時代ごとに

考察を行う。 

4.3.1 1932 年：戦前期（図-1） 

図-1をみると、路面電車電停 34のうちバス停留所

近辺に存在するのが 21 ある。それぞれの行先も路線

ごとに異なっており、双方を乗り換えしながら市域内

を移動できる効率的な運行体制が構築されている。な

お 2013 年(図-6)では、路面電車電停 35 のうち 34 が

バス停留所近辺にあり、路線も同じ方面で、乗り換え

を前提としない非効率な運行体制となっている。 

この公共交通ネットワークの中に、特定公共施設が

組み込まれるように立地しており、その他県庁や裁判

所、古町地区の金融街、新市街の歓楽街も、このネッ

トワーク内に組み込まれていた。このことから、鉄軌

道を主にした公共交通が、特定公共施設と上手くかみ

合いながら、都市形成していった時代であると位置づ

けられる。 

4.3.2 1952 年：戦後復興期（図-2） 

 1952 年では公共交通の拡大がみられるが、この要

因として中心市街地における百貨店の新規出店が考

えられる。被災していた新市街の銀丁百貨店が 1951

年に復興オープンし、翌 1952年には手取本町に鶴屋、

下通には大洋の 2 つの百貨店が開店した7。この３施

設が中心市街地へ人を誘引し、公共交通需要が増加し

公共交通が拡大していった。 

その結果、特定公共施設が公共交通に沿って新規立

地しながら増加し、都市形成の基盤となった。 

4.3.3 1966 年：高度経済成長期（図-3） 

1966 年では、市域の拡大に沿ったバス路線網や、

各方面における幹線路線の運行本数拡大といった公

共交通の利便性の向上がみられるが、鉄軌道網につい

ては 2路線が廃止となっている。この要因について考

えてみたい。 
 

 

図-9 熊本市営路面電車・バスの年間乗車人員と自家

用乗用車利用の関係 

（出典）熊本市『熊本市総合計画～基本計画～改訂

資料 第Ⅱ編』より筆者作成8 
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図-9は、熊本市営の路面電車・バス利用者数と自家

用利用者の推移を示している。1965 年以降、路面電

車の利用者は減少し続け、バスは路面電車路線廃止の

代替運行があったにもかかわらず、頭打ちとなってい

る。それに対し、自家用乗用車は 1967年に路面電車・

バスの利用者を超え、急激に上昇していることがわか

る。 

このことから、熊本市域では 1965～1967年にかけ

て、主な移動手段が公共交通から自家用乗用車へ転換

していった分岐点となっており、以降の鉄軌道廃止に

つながっていったのではないかと考えられる。 

4.3.4 1986 年：バブル景気期（図-4） 

 1986年では、3.4でも示した、幹線道路開通が公共

交通の整備を促していたと考えられる。 

 その公共交通は、北部・東部への路線網拡大もみら

れるが、この要因として考えられるのが、住宅開発と

商業施設立地である。代表的な例として北部地域の

楠・武蔵ヶ丘地区を挙げる。この地区では 1969～1973

年に大規模な区画整理が行われ（楠：40.4ha、武蔵ケ

丘：37ha）9、県住宅供給公社による分譲住宅や市営

楠団地（1,316戸）、隣接する菊陽町に県営武蔵ヶ丘団

地（1,298戸）が建設された101112。さらに、大規模商

業施設（スーパーマーケット）である寿屋楠店（1980

年開店、3,134㎡）、ニコニコ堂武蔵ヶ丘店（1979年

開店、4,750㎡）も進出していった13。 

この幹線道路開通、住宅開発、商業施設立地が、バ

ス交通の利便性向上につながったのではないか。同時

に、郵便局・銀行・病院の特定公共施設の新規立地も

促進する要因となり、都市の形成が進んでいったと考

えられる。 

4.3.5 2013 年：人口減少突入期（図-5） 

2013 年においては、公共交通の利便性、特に市域

内の幹線路線の本数が低下しているが、この要因とし

て 2つが考えられる。1つは、商業施設の郊外化およ

び大型化である。1990 年代の大規模小売店舗法の規

制緩和および 2000年施行の大規模小売店舗立地法に

より、熊本市域において店舗面積 10,000 ㎡以上の大

型商業施設が次々と立地することとなった（図-10 参

照）。 

 

図-10 大型商業施設開店一覧（1995年以降） 

（出典）東洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2010』

より筆者作成14 

 

もう 1つの要因としては、中心市街地における有料

駐車場の増加である。2013 年 2 月時点の有料駐車場

数は 12,517 台となっている（上通・下通・新市街・

桜町）15。同じ条件での調査ではないため参考数値と

なるが、1993年開催の熊本市議会第 3回定例会では、

中心市街地には 7,841台の有料駐車場があると、熊本

市側からの答弁があっている(注：収容台数 30台未満

の駐車場は除く)16。この結果、郊外の大型商業施設と

中心市街地の両面から、より一層の自家用自動車利用

を促進する環境となっている。 

 また、特定公共施設は中央地域を囲むようにして、

より郊外地域へ新規立地しているが、病院は大型商業

施設の郊外立地の時期にあわせて廃止している傾向

があるとともに、1997 年に中央区新屋敷から南区田

井島へ移転した熊本中央病院（敷地面積 33,029㎡）17、

1995 年中央区新町から南区近見へ移転した済生会熊

本病院（敷地面積 87,490 ㎡）18など、移転のために

廃止している病院もある。これは、郊外型の大型商業

施設と同じく、自家用自動車利用を主に考え、公共交

通の中心地ではない地域へ移転していると考えられ

る。なお、2つの病院は現在、市域全域ではないが近

辺を運行していた既存バス路線が集まる、待合所も兼

ね備えた、地域の新たな交通の結節点ともなってきて

いる。 

 

5 おわりに 

5.1 研究の結論 

本研究の成果を、以下に示す。 

名称 住所 店舗面積 開店

ＳＣうと 宇土市 29,136 1995年

サンピアンシティモール

（現ゆめタウンサンピアン）
東区 24,839 1996年

クリスタルモールはません

（現ゆめタウンはません）
南区 43,146 1998年

鶴屋東館 中央区 20,253 2002年

ゆめタウン光の森 菊陽町 36,065 2004年

イオンモール熊本クレア 嘉島町 51,936 2005年
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(1)熊本市における公共交通と特定公共施設の変遷

過程を視覚的に示すことができた。 

(2)変遷過程から都市形成の要因について、図-11に

まとめることができた。 

(3) 1965～1967 年に主な移動手段が公共交通から

自家用自動車へ転換したことを示した。 

(4) 特定公共施設は 1952～1986 年において、1 施

設あたりのカバー面積が郵便局 1.5k ㎡／施設、

病院 1.3 k㎡／施設前後で推移し、合併による市

域拡大と都市形成が、ほぼ同じ速度で進行してい

たことを示した。 

 

図-11 変遷過程からみた都市形成の要因 

 

5.2 今後の政策へ向けて 

 本研究の結果を受けて、熊本市の今後の政策につい

て考えてみたい。今後、高齢化の進展により、自家用

自動車を利用できない層が増えると同時に、人口の減

少による需要の減少により、これまで以上に公共交通

や特定公共施設の縮小が予想される。 

それに対応する 1つの施策の例として、都市住民の

居住地域を集約することが考えられる。熊本市内に転

入、または新しく家を建てる場合は、公共交通や都市

内における施設が利用しやすい地域への誘導を図る

など、都市内で居住地域の固まりを作り、広がりすぎ

た都市内の居住地域を集約し、公共交通と特定公共施

設の利便性を現状より低下させず維持していくこと

である。 

 その政策立案過程においては、本研究で示した 1施

設がカバーしている面積の数値を、目指すべき施策の

目標値として使用しながら、政策の効果が出ているか

どうかを、地域から聞き取った意見だけではなく、数

値情報でも検証しながら施策を見直していくことが

必要である。 

 政策を実行した場合、集約された地域に住むことが

できない住民が発生すると考えられる。その場合、乗

合タクシーの導入による移動手段の確保や、特定公共

施設の減少に対して、移動車両によるサービス提供の

支援が考えられる。実際に郵便局においては、郵便局

とほぼ同じサービスが受けられる移動郵便局「ポスク

ル」19、銀行においても大垣共立銀行が銀行窓口と同

じ機能を持つ移動店舗「スーパーひだ 1号」などを過

疎地域で稼働させており20、これらを活用することに

より、都市内においても、充分都市生活を維持できる

機能として発揮できるのではないかと考える。 
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文社 2005年 

(32)塔文社『熊本市街地図』塔文社 1970年 

(33)日本電信電話公社『熊本県職業別電話番号簿 昭和 41

年 6月 30日現在』日本電信電話公社 1966年 

(34)日本郵政㈱九州支社「熊本市域内郵便局一覧表」日本郵

政㈱九州支社郵便局本部事業管理部所蔵 2013年 

(35)㈱肥後銀行『肥後銀行 70年史』㈱肥後銀行 1996年 

(36)㈱肥後相互銀行『肥後相互銀行 50年史』㈱肥後相互銀

行 1984年 

(37)細井敏幸『熊本市電 70年』細井敏幸 1995年 

(38)益城銀行『営業案内』益城銀行 1929年ごろ 

(39)皆山武志『番地入熊本市街地図』交通案内社 1958年 

(40)皆山武志『番地入り最新 熊本市街図』交通案内社 

1967年 

(41)著者不明『熊本市街地図 熊本市官衛有名商工業界展望』

発行者不明 1949年 
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13 商業施設については、熊本県商店街振興組合、下通 3番

街・4番街振興組合『新しい“まちづくり”をめざして 下

通 3番街・4番街における近代化の問題点と改善策』 熊本

市歴史文書資料室所蔵 1981年 33頁 
14 東洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2010』東洋経済新

報社 2009年 8月 
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日本病院会雑誌 2005年 4月 10頁 
18 熊本済生会病院「病院概要」

http://sk-kumamoto.jp/about/（2014年 5月 19日確認） 
19 日本郵便「移動郵便局「ポスクル」」

http://www.post.japanpost.jp/notification/storeservices/in

dex.html （2014年 3月 3日確認） 
20 大垣共立銀行「移動店舗「スーパーひだ 1号」

http://www.okb.co.jp/all/hida.html （2014年 3月 3日確認） 


